
【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 D-20-1 

事業名  都市防災総合支援事業（山木屋地区復興まちづくり基本計画策定支援業務） 

事業費 総額２８，４５５千円（国費２１，３４１千円） 

     （内訳：委託料２８，４５５千円） 

事業期間 平成２５年度 

事業目的・事業地区 

原子力災害により、計画的避難区域に指定された山木屋地区の置かれている現状を踏ま

えた上で、災害に強いまちづくりを目指し、山木屋地区の復興、発展の基盤整備等につい

て検討し、避難解除後の帰還に向けた「復興まちづくりの計画」を策定することを目的と

する。 

なお、事業地区は川俣町山木屋地区とする。 

事業結果 

 「山木屋地区復興まちづくり基本計画」を策定し、特に次の４点について調査・検討結

果をまとめた。 

 １．複合施設整備を含めたコア集落の実現 

 ２．農業振興事業 

 ３．再生可能エネルギー事業 

 ４．防災対策 

事業の実績に関する評価 

 ① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

   「山木屋地区復興まちづくり基本計画」の策定により、山木屋地区住民が自分達の

将来像を具体的に描けるようになり、帰還への期待・関心が高まっている。 

  （川俣町山木屋地区住民意向調査の調査結果（帰還の意向）において、「現時点で戻

りたいと考えている」の割合が、平成２５年度は 35.4％、平成２６年度は 45.5％と

なっている。） 

本計画を踏まえ、平成２６年度は、複合施設の運営主体や運営方法等について、よ

り具体的な内容を調査・検討し、早期の事業着手につなげるため、「山木屋地区復興

拠点等事業化推進計画」の策定に取り組んだ。また、再生可能エネルギー事業につい

ては、具体的に経済産業省の再生可能エネルギー発電設備等導入促進復興支援補助事

業に取り組んでいる。その中で、両事業ともに「山木屋地区復興まちづくり基本計画」

の内容は基本データとして非常に有効であり、効率的な調査・検討を進めることが可

能となっている。 

② コストに関する調査・分析・評価 

   本計画については、建築、農業、エネルギー、防災と検討事項が多岐に渡り、各分

野の専門的な知識を必要とすることや、住民へわかりやすく伝えるため、複合施設の

外観イメージをパースなどの資料として作成したことを踏まえると、コストは適正な

ものである。 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

計画策定に要した期間は、原子力災害により避難している地区住民を考慮し、約４

か月間と非常に短期間で策定したが、日程の調整を十分に行い、専門的な調査・検討



や、住民への説明会・意見聴取など、効率的な手法で実施することができた。 

○ 復興交付金事業計画の有用性、経済性や復興交付金事業計画の実施に当たり改善が

可能であった点は、特になし。 
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